
�愛媛県告示第１０７１号
保安林の指定施業要件を変更する件（平成２５年４月農林水産省告

示第１１６５号）に係る通知の相手方又はその所在が不分明であるので、

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１８９条の規定により、その通知の

内容を大洲市役所の掲示場に掲示するとともに、次のとおりその要

旨を告示する。

平成２５年１０月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所及び不分明又は所

在が不分明である通知の相手方

２ 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

は、次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び大洲

市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�愛媛県告示第１０７２号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第２号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２５年１０月１日

愛媛県知事 中 村 時 広
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告 示

保安林の所在場所 不分明又は所在が不分明であ
る通知の相手方 備 考

大洲市肱川町宇和川３７８６、
３７９０、３８３２、３８４２

東京都日野市多摩平三丁目１
番地１
尾 下 章二郎

森林所有者

大洲市肱川町宇和川３９０６ 大洲市宇和川甲１６１７番地３
山 崎 善 秋 〃

大洲市肱川町宇和川４１９０ 大洲市森山１０３２番地２
河 内 明 〃

大洲市肱川町宇和川４４２５ 大洲市森山甲１２０４番地
西 野 清 水 〃

大洲市肱川町予子林２５７３、
２６１５の１、２６２１の１、２６２１
の３、２６９４、２６９７の１、
２７３６、２７３８、２７５５の１、
２７５８

名古屋市西区二方町３７番地
堤 京 子 〃

大洲市肱川町予子林２６３７、
２６３９、２６４０

大阪府泉南郡阪南町自然田８６６
番地３８５
山 崎 保 博

〃

大洲市肱川町大谷２ 大洲市成能甲７４１番地
城 戸 幸 三 〃

大洲市肱川町大谷３９、８２
の１、８２の２、８４、１１２、
１２７、１５９

喜多郡肱川町大字大谷３３０番
地
山 下 廣 美

〃

大洲市肱川町大谷１６１の
２

喜多郡肱川町大字大谷１８７番
地
寺 田 伊佐男

〃

大洲市肱川町大谷９２０
喜多郡肱川村大字大谷４０２番
地２
上 田 泰

〃

大洲市肱川町大谷１４５３の
１から１４５３の４まで

大阪府守口市馬場町二丁目１５
番地２ ビッグバーンズ３０３号
小 川 文 雄

〃

大洲市肱川町大谷１４５８の
１、１５０４の１

喜多郡肱川村大字大谷１５１３番
地
三 瀬 正

〃

大洲市肱川町大谷１４５８の
２、１４９２

喜多郡肱川町大字大谷１５１３番
地
三 瀬 正

〃

大洲市肱川町大谷１４９１ 喜多郡大谷村１５１３番地
三 瀬 正 〃

大洲市肱川町大谷１５００
喜多郡肱川町大字大谷１５１３番
地
三 瀬 俊 蔵

〃
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�愛媛県告示第１０７３号
建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第９条第１項の規定により、

次のとおり建築士の免許を取り消した。

平成２５年１０月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０７４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１０月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０７５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１０月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０７６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１０月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２２）第１０９４１号 平成２２年
８月２４日 有限会社トヨシマ瓦店 豊島 宣弘 西条市北条１５０９番地 平成２５年

９月１９日 屋根工事業

同社役員が建設
業法第８条第１０
号に定める欠格
要件に該当して
いたことが判明
したため。

免許の取消
年月日

免許の取消しを受けた建築士
免許の取消
しの理由氏 名

二級建築士
又は木造建
築士の別

登録番号

平成２５年
８月２１日 三浦 保 二級建築士

愛媛県知事
登録
第２４２号

死亡による

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 無月宇和島線
宇和島市坂下津甲３０８番１地先から

同市坂下津甲３４３番１地先まで

旧 ４．５～１０．３ ０．４２５

新 ７．３～４２．２ ０．４２５

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大洲長浜線
大洲市長浜町上老松甲８３番１から

同町上老松甲６７２番１まで

旧 ７．１～１１．７ ０．１９５

新 ７．６～１７．７ ０．１９１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大洲長浜線
大洲市長浜町上老松甲８３番１から

同町上老松甲６７２番１まで
平成２５年１０月１日
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�公 告

平成２６年度から平成２８年度までにおいて県が発注する製造の請負、

物件の売買、役務の提供その他の契約（建設工事及び森林整備工事

並びにこれらに付随する測量、調査又は設計の業務委託に係る契約

を除く。以下「製造の請負等」という。）に係る一般競争入札又は

指名競争入札（以下「競争入札」という。）に参加する者に必要な

資格（以下「資格」という。）並びにその審査の申請（以下「申請」

という。）の時期及び方法等を、次のとおり定めた。

平成２５年１０月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 営業種別

� 文具・事務用機器類

� 機械器具類

� 自動車・舟艇類

� 印刷・製本類

� 薬品類

� 石油・燃料類

� 工事材料類

� 家具類

	 その他

２ 製造の請負等に係る競争入札に参加することができない者

� 競争入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者

で復権を得ない者

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２

項（同令第１６７条の１１第１項において準用する場合を含む。）

の規定により県の入札に参加させないこととされている者

３ 資格

� 競争入札に参加することができる者は、製造の請負等に係る

競争入札の参加者の資格及び資格審査に関する要綱（平成８年

２月愛媛県告示第１９２号）第２条第２項各号に掲げる要件のす

べてを満たす者であって、同条第１項の規定による審査（以下

「資格審査」という。）を受け、適格と認められたものとする。

� �の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する者は、資格
を有しないものとする。

ア 営業に必要な許可、認可等を得ていない者

イ 資格審査を申請する日前２年間において、振り出した手形

又は小切手が不渡りとなり、銀行当座取引を停止されている

者

４ 申請の時期

平成２５年１１月１日（金）から１２月６日（金）までの執務時間中

（午前８時３０分から午後５時１５分まで）とする。

なお、その後も、随時、申請を受け付けるが、この場合には、

競争入札に間に合わないことがある。

５ 申請書類の交付方法及び提出先

� 交付方法

県ホームページの申請書等電子配布サービス（http://www.

pref.ehime.jp/kense/denshigyose/shinsesho/index.html）

によるほか、別表に掲げる申請書類の提出先のいずれかに対し

請求があれば交付する。

� 提出先

別表のとおりとする。

６ 申請書類の作成に用いる言語及び通貨

� 申請書類の作成に用いる言語は、原則として、日本語とする

こと。

� 申請書類のうち、外国語で記載したものは、日本語の訳文を

付記し、又は添付すること。

� 申請書類の金額欄については、外国の通貨単位によらず、出

納官吏事務規程（昭和２２年大蔵省令第９５号）第１６条に規定する

外国貨幣換算率により日本国通貨に換算して記載すること。

７ 資格の審査結果の通知

申請者には、資格の審査結果を文書で通知する。

８ 資格の効力

資格は、平成２６年度から平成２８年度までの製造の請負等に係る

競争入札について効力を有する。

９ 平成２９年度から平成３１年度までの資格審査

平成２９年度から平成３１年度までの製造の請負等に係る競争入札

に参加する者の資格については、平成２８年１０月に公示を行う予定

であるので、当該公示に基づき申請書類を提出すること。

１０ 問い合わせ先

愛媛県出納局会計課用品調達係

〒７９０－８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話（０８９）９１２―２１５６

公 告
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別表（５関係）

申 請 書 類 の 提 出 先 申 請 者 の 住 所

愛媛県出納局会計課用品調達係
〒７９０－８５７０
松山市一番町４－４－２
電話番号 ０８９－９１２－２１５６

松山市、伊予市、東温市、久
万高原町、松前町、砥部町、
県外

東予地方局総務企画部総務県民課総務係
〒７９３－００４２
西条市喜多川７９６－１
電話番号 ０８９７－５６－１３００（内線２０５）

又は
東予地方局今治支局総務県民室総務県民防災グループ
〒７９４－８５０２
今治市旭町１－４－９
電話番号 ０８９８－２３－２５００（内線２０１）

新居浜市、西条市、四国中央
市

今治市、上島町

南予地方局総務企画部総務県民課総務係
〒７９８－８５１１
宇和島市天神町７－１
電話番号 ０８９５－２２－５２１１（内線２０５）

又は
南予地方局八幡浜支局総務県民室総務県民グループ
〒７９６－００４８
八幡浜市北浜１－３－３７
電話番号 ０８９４－２２－４１１１（内線２１０）

宇和島市、松野町、鬼北町、
愛南町

八幡浜市、大洲市、西予市、
内子町、伊方町

平成２５年１０月１日 発行
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